
様式第７号（収支精算書）
１．「総事業費」：任用等承認期間中、代替職員に支払った全経費
☞賃金、一時金、時間外手当、交通費、社会保険料等すべての経費

２．「対象経費の実支出額」：任用等承認期間中、代替職員に支払った賃金。
☞日々の所定労働時間内の勤務に対する賃金のみ・

一時金、時間外手当、交通費、社会保険料等の諸経費
は含まれません。
様式第８号・１０号（事業実績報告書）
１．「職種」： 補助金交付申請時の職種名と同一にすること。

２．「施設に勤務した延日数」： 交付申請時の勤務予定日数を越えられません。
３．「平均単価」＝「支出済額」÷「施設に勤務した延日数」
　　　端数が出る場合は、小数点以下を切捨すること。

様式第９号・１１号（職員別実績報告書）
１．「左の期間中施設に勤務した日数」＝実勤務日数
☞代替職員各人について、交付申請時の勤務予定日数を越えて報告できません）
　　　☞代替職員が取得した休暇は有給（年次有給休暇、生理休暇等）であっても、勤務
日数に算入できません。
・１日の勤務時間が８時間未満の場合は、
　　「実勤務時間数」÷「８時間」で求めた日数としてください。

※ 端数が出る場合は、小数第３位を切捨すること。

２．「基準額」＝「左の期間中施設に勤務した日数」× 6,070円（端数は小数点以下切捨）
３．「府補助所要額」
　　　代替職員各人について、支出済額と基準額とを比較して少ない方の額
歳入歳出決算（見込）書（抄本）について
○ 決算（見込）書を作成のうえ、当補助金と代替職員賃金が計上されている決算科目の摘要
（備考）欄などに、
（例）歳入科目「補助金収入」の摘要欄に
「産休等代替職員費補助金 (該当科目の額が同補助金と同額の場合）」または、

「産休等代替職員費補助金を含む (該当科目の額が同補助金額を上回る場合）」
（例）歳出科目「非常勤職員給与」の摘要欄に
「産休等代替職員賃金 (該当科目の額が同賃金と同額の場合）」または、
「産休等代替職員賃金を含む (該当科目の額が同賃金を上回る場合）」
と記入。ただし、法人指定の決算科目名を使用すること。

○ 現時点で決算書を作成できない場合は、下記の作成例を参考に決算見込書抄本を作成のうえ、必ず提出期限までに送付して下さい。

　なお、作成例は例示であって定まった様式ではありませんので、各法人指定の決算科目名を記入して下さい。


〔作成例〕
　　　　　　　　令和６年度 歳入歳出決算（見込）書（抄本）
　　　　
歳入の部                                                      （単位:円）
	科　　　目
	決算見込額
	備　　　考

	経常経費補助金収入
　  大阪府補助金収入
	○○○○
	産休等代替職員費補助金（を含む）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
歳出の部

	科　　　目
	決算見込額
	備　　　考

	人件費支出　 

　　 非常勤職員給与
	○○○○
	産休等代替職員賃金（を含む）


　　　　
令和　年　　月　　日　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

法人又は市町村名

法人理事長又は市町村長名　　　　　　　　　
産休等代替職員費補助金　実績報告書様式記入要領
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